
​公募説明書​

​　令和８年11月５日付けの公募の詳細については、この公募説明書によるものとする。​

​１．公募する趣旨​
​　本事業は、子育て支援の制度やサービス、相談機関など札幌市の子育て支援の様々な情報​
​を提供する「さっぽろ子育てガイド」（以下「ガイド」という。）について、事業者のもつ​
​ノウハウを活用し、企業等の広告（以下「広告」という。）を加えたガイドを協働で発行す​
​る「官民協働事業」として実施するものである。​
​　本事業にかかる提案事業者である株式会社サイネックスとの対話を踏まえ、事業スキーム​
​の構築を行ったため、ガイドの企画、編集、印刷、製本、納品、配送、英訳等、一連の業務​
​の実施主体となる共同発行事業者を公募するものである。​
​　なお、要件を満たす応募者が複数いた場合は、競争性のある選定方法を採択し共同事業者​
​を特定する（詳細は応募者に別途通知する）。​

​２．担当部局​
​　〒060-0051　札幌市中央区南１条東１丁目　大通バスセンタービル１号館３階​
​　札幌市子ども未来局　子育て支援部　子育て支援推進担当課　子育て支援企画係​
​　電話：011-211-2997　FAX：011-231-6221​

​３．事業概要​
​（１）事業名　　「さっぽろ子育てガイド」（2027年度～2029年度版）共同発行事業​
​（２）事業内容　ガイドの発行に係る一連の業務（詳細は仕様書のとおり）​
​（３）発行時期　毎年度６月末までの発行を予定する。​
​（４）費用負担　事業に要する全ての費用（企画、編集、印刷、納品、配送、英訳等）は、​
​　　事業者が集める広告収入により負担するものとし、札幌市は一切の費用を負担しない。​

​４．応募要件​
​（１）札幌市競争入札参加資格者名簿に登録されている者。​
​（２）地方自治法施行令第167条の４の規定に該当しない者であること。​
​（３）札幌市競争入札参加資格者指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けている期間中​
​　　　でないこと。​
​（４）会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている​
​　　者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされて​
​　　いる者（会社更生法にあっては更生手続開始の決定、民事再生法にあっては再生手続開​
​　　始の決定を受けている者を除く。）でないこと等、経営状態が著しく不健全である者で​
​　　ないこと。​
​（５）市町村税（特別区にあっては都税）並びに消費税及び地方消費税を滞納していない者​
​　　であること。​
​（６）事業を的確に遂行するに足る能力を有する者（宗教法人や政治活動を主たる目的とす​
​　　る団体又は暴力団若しくは暴力団員の統制の下にある団体を除く。）であること。​
​（７）事業協同組合等の組合がこの入札に参加する場合は、当該組合等の構成員が、構成員​
​　　単独での入札参加を希望していないこと。​



​５．参加意思確認書等の提出​
​　本公募に参加を希望する者は、次のとおり参加意思確認書を提出しなければならない。​
​（１）提出書類　参加意思確認書（様式１）​
​（２）提出期限　令和８年11月18日（水曜日）午後５時まで​
​（３）提出場所　２に同じ。​
​（４）提出方法　持参又は簡易書留による郵送（必着）​
​（５）その他​
​　　ア　提出期限を過ぎて提出された参加意思確認書は無効とする。​
​　　イ　参加意思確認書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。​
​　　ウ　札幌市長は、提出された参加意思確認書等を、参加意思確認書等の審査以外に提出​
​　　　者に無断で使用しない。​
​　　エ　提出された参加意思確認書等は返却しない。​

​６．参加意思確認書等の審査結果通知​
​　参加意思確認書等の提出があった者には、令和８年11月20日（金曜日）までに次に掲げ​
​る事項を記載した参加意思確認結果通知書（様式２）により通知する。​
​　なお、通知期限の翌日において、いまだ通知が無い場合は、２に連絡し確認すること。​
​（１）応募要件を満たすとした者にあっては、応募要件を満たすとした旨並びに今後の手続​
​　　きについての概要及び詳細について別途通知する旨。​
​（２）応募要件を満たさないとした者にあっては、応募要件を満たさないとした旨及びその​
​　　理由並びに所定の期限までに応募要件を満たさない理由について説明を求めることがで​
​　　きる旨。​

​７　その他​
​（１）参加を希望する者のうち、応募要件を満たすものが複数いる場合は、選考委員会によ​
​　　る書類審査やヒアリング等の選定方法を採択し、共同事業者を特定する。​
​　　（選考詳細については、応募者に別途通知する。）​
​（２）参加者は、令和８年12月中旬（※予定）までに企画提案書等を提出しなければなら​
​　　ない。​
​（３）参加意思確認書等に虚偽の記載をした場合は、当該参加意思確認書を無効とするとと​
​　　もに、札幌市競争入札参加資格者指名停止等措置要領に基づく指名停止を行うことが　​
​　　ある。​
​（４）その他の本公募に関しての問い合わせ先　２に同じ。​


